
・ 小麦、大豆、自給飼料の生産
・ 生産力を支える基盤整備の推進

・ 農産物の輸出促進

    
・ 化学肥料・化学農薬の使用量削減
・ 有機農業の取組拡大

・ カーボンクレジットの創出と普及

・ 担い手の経営発展に向けた施策の推進
・ 新規就農者に対する支援策の充実・強化

・ スマート農業技術の社会実装の加速化

   

・ 本道農業・農村への理解醸成
・ 地域活動への農業者以外の参画支援

・ 都市と農村の交流の促進

慣 行 農 業
クリーン農業・環境保全型農業

減

減
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化学肥料

（土づくり、化学肥料・化学農薬の削減）

（土づくり、数値基準に基づく化学肥料・

化学農薬の平均３割削減）

（化学肥料・化学農薬５割以上削減）
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削減技術の3つをすべて導入）
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  ○本道農業の実情を反映した新たな「基本計画」の策定
　
　○食料システムにおける合理的な価格形成の仕組みづくり
　
　○農業の生産力・競争力向上のための生産基盤の強化
　　■農業農村整備の当初予算をはじめ必要な予算総額の確保

　　■産地生産基盤パワーアップ事業や

　　　　畜産クラスター事業等の中長期的な継続と必要な予算の確保

　　■需要に応じた米生産と作付転換・水田の畑地化に向けた取組支援
　
　○小麦や大豆などの輸入依存穀物や自給飼料の生産拡大への支援
　　■新たな品種開発や技術、作業機械の導入支援などの総合的な対策

　　■自給飼料の生産性向上及び利用拡大を図るための取組支援
　
　○米や牛肉、牛乳乳製品などの農畜産物の輸出拡大への支援強化
　　■輸出相手国の規制への対応など、輸出体制の整備に向けた取組支援

　　■市場調査・商談会などの輸出促進に向けた取組支援

令 和 7 年 度 　 国 の 農 業 施 策 に 関 す る 提 案 ( 案 )

北海道農業の振興方向
提案のポイント

北海道農業の実力

○食料供給地域としての役割
　■北海道の食料自給率（Ｒ３）：223％
　■北海道の農業産出額（Ｒ4）：1.3兆円 
　

○大規模で専業的な経営が主体
　■1農業経営体当たり経営耕地面積（R4）:

　　 33.1ha　(都府県平均の14倍)
　■販売農家に占める主業農家の割合（R4）:

　　 75.3％　(都府県平均 20.2％)
　■担い手への農地の利用集積率（R4）:

　　 91.6％　(都府県平均 59.3％) 　
　

○｢ゼロカーボン北海道｣の推進
　■化学農薬出荷量
　 H3：58kg/ha⇒ R2:30kg/ha（▲48％）

　■化学肥料出荷量
　 H3：812kg/ha⇒H28：469kg/ha（▲42％）

～食料・農業・農業基本法の改正～
　

○食料安全保障の確保 
　・国内農業生産の増大

　・食品アクセスの確保

　・農産物・農業資材の安定的な輸入の確保

　・農産物の輸出の促進

　

○環境と調和のとれた食料システムの確立
　・農業生産活動、食品産業の事業活動に

　　　おける環境への負荷の低減の促進

　

○農業の持続的な発展
　・多様な農業者による農地の確保

　・農業法人等の経営基盤の強化

　・スマート技術を活用した生産性の向上

　・農産物の付加価値向上

○農村の振興
　・農地の保全に資する共同活動の促進

　・地域の資源を活用した事業活動の促進
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大 豆小 麦 飼 料

令和６年５月
北海道　農政部

■環境と調和のとれた食料システムの確立　

■農業の持続的な発展

■農村の振興

【法人】

（家族経営、従業員等）

準主業・副業的経営体

主 業 経 営 体

担い手を支える多様な人材（補佐的な役割）

アルバイト、パート、外国人材、農福連携など

【個人】

農業・農村の守り手、応援団

団
体
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営
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Ⅰ　食料安全保障の確保

Ⅱ　環境と調和のとれた食料システムの確立　

Ⅲ　農業の持続的な発展

Ⅳ　農村の振興

全国の4分の１以上を占める114万haの農地をフル活用し
新 た な 基 本 法 が 目 指 す 姿 の 実 現 　

食料自給率に占める

道産農畜産物の割合を
令和12年までに

３割に向上

させることを目指す
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  ○農業分野における環境負荷低減に向けた取組への支援
　　■化学肥料・化学合成農薬の使用量低減、有機農業の拡大への支援

　　■カーボン･クレジットの創出と普及に向けた取組支援

　　■国内肥料資源の利用拡大に向けた取組支援

　○多様な担い手等の育成・確保
　　■法人化の取組・雇用人材の確保・営農支援組織の円滑な運営・

　　　　農業大学校の研修教育機能の充実・強化などに対する支援
　
　○経営安定対策の充実・強化
　　■経営所得安定対策・農業保険・制度資金などの必要な予算の確保
　
　○スマート農業の推進、農業技術の開発・普及
　　■スマート農業技術の社会実装の加速化に向けた取組支援

　○地域社会の維持に資する農村の振興
　　■日本型直接支払に係る予算の確保と地方負担の軽減

　　■鳥獣被害防止対策の推進に向けた支援
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